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資料７



⚫ 資源エネルギー庁第3回次世代電力・ガス基盤構築小委員会（2025年10月31日）において、2026年度の需給見通し
（速報値）が示され、東京エリアにおいては、2026年8月の最小予備率が0.9％（2025年度比▲6.3％）と非常に厳
しい見通しであった。

⚫ この見通しを受けて同委員会では、2026年度夏季に向けて、東京エリアにおける直近2023年度夏季の対応を参考にし 
て、速やかに120万kWの追加供給力公募（kW公募）を実施することが決定された。

⚫ これを受けて、第15回制度設計・監視専門会合（2025年11月）では、東京エリアにおける2026年度夏季kW公募の
概要に関し、対象設備等の要件、運用方法及び落札者決定方法等について、過去の整理を踏まえ議論・整理したところ。

⚫ 上記を踏まえ、東京エリアにおける2026年度夏季ｋW公募が昨年12月から今年2月にかけて実施され、落札結果が４
月24日に決定、公表されたことから、今回、公募の結果等について事後確認の結果を報告する。 
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本日の報告内容

追加kW公募に関するこれまでの経緯

2025年10月31日 第３回次世代電力・ガス基盤構築小委員会（資源エネルギー庁）にて、東京エリアの2026年度夏季
需給見通しを踏まえ、当該エリアにおける追加kW公募の実施が決定。

2025年11月21日 第15回制度設計・監視専門会合にて、追加kW公募の対象設備等の要件や落札者決定方法等について
議論・整理

2025年12月23日 公募開始
2026年２月25日 公募締切
2026年４月24日 落札案件の決定、公表
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（参考）2026年度の需給見通しと対策について
第３回次世代電力・ガス事業基盤構築小委員会
（2025年10月）資料３
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（参考）追加供給力対策の概要（kW公募）
第15回制度設計・監視専門会合（2025年11月）資料９



⚫ 募集量120万kWに対し、応札量101.7万kW（うちDR 1.9万kW）、落札量 97.5万kW（うちDR 1.7万kW）であっ
た。応札件数は7件（うち、DR３件）、落札件数は3件（うちDR 2件）であった。

– 電源4件が不落となった。一般送配電事業者が不落と判断したのは、以下の理由による。

・技術審査（運用要件）で不合格であったこと
・追加性要件を満たさなかったこと
・上限価格を超過していること

⚫ 平均落札価格は299円/kWであり、 2023年度夏季東京エリアｋW公募時の平均価格（11,316円/kW）と比して、非
常に安値であった（理由については9頁参照のこと）。

⚫ 今回の公募における合計落札額は、約2.9億円であった。

⚫ なお、落札量が募集量を充足していないが、資源エネルギー庁の第6回次世代電力・ガス事業基盤構築小委員会（2026
年５月20日）における2026年度夏季需給見通しによると、東京エリアは安定供給に最低限必要な予備率３％以上は確
保できる見通しとなっている。
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➀kW公募の結果
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（参考）2026年度の需給の見通し（最新） 第６回次世代電力・ガス事業基盤構築小委員会
（2026年５月）資料５



⚫ 今回の公募落札者は、いずれもPivotal Supplierとなる事業者（以下「当該事業者」という）の応札であった。kW公
募におけるPivotal Supplierの入札価格の考え方については、第63回制度設計専門会合（2021年７月）で整理されてい
るところ。当該事業者に対し入札価格の考え方を聴取した結果は以下のとおり。

【事業者の入札価格の考え方】

➢ 固定費

• 第63回制度設計専門会合で整理された費目を計上。

• 2026年度に予定されていた大規模修繕工事を１年後ろ倒しする調整をすることで、今回の公募応札を実施し、通常業務
に追加して発生する費用を計上。 

• なお、DR供出に関しては、需要家との価格決定で入札価格を決定。
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②価格規律の適用対象となる事業者の入札価格の考え方
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（参考）市場支配力を有する事業者における入札価格
第63回制度設計専門会合（2021年7月）資料7



⚫ 前項の事業者の入札価格の考え方に対する事務局の評価は以下のとおり。

【事務局の評価】

➢ 固定費

• 第63回制度設計専門会合で整理された費目（人件費、管理費（システム費用）、修繕費、試運転費用、委託費等）が計
上されていることを確認した。

• また、DRについては、需要家との協議によるDR協力対価によって、入札価格が決定されていることを確認した。

• 特に、今回の公募において、 2023年度夏季東京エリアｋW公募時と比べて落札価格が大きく減少（11,316円
/kW→299円/kW ）した要因は、対象となる電源が違う事に加え、今回の応札対象機は、もともと2026年度に稼働予
定はなく、2027年度の稼働に向けて予定され、既に2027年度の容量市場収入で修繕費等を手当て済みであることから、
修繕費にかかわる追加コストを必要最小限に抑えたことで、前回と比べて費用が大きく減少したことを確認した。

• 以上より、入札価格の考え方や内訳について、特段、問題がないことを確認した。
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③当該事業者の入札価格の考え方に対する事務局の評価



⚫ 今回のkW公募では、価格規律の対象となる事業者の入札価格の考え方について確認を行い、問題となる点
は確認されなかった。

⚫ 今後については、落札電源に関する2026年度夏季の追加供給力としての利用が終わった段階において、実
際の利用電力量や精算金額等の実績について、本会合で結果報告をさせていただく。
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まとめ


